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本誌特別調査

2025年度 
労働時間総合調査  
 （労務行政研究所）

実務解説

Q＆Aで押さえる 
能力不足社員への対応実務
判例解説　─メンタルヘルス判例研究シリーズ〈第44回〉

産業医、弁護士から見た判断の
ポイントと対応の留意点
ドール事件（東京地裁　令 5. 7.28判決）

労働法令

217国会で成立した労働関係法律（2）
労働施策総合推進法等、年金制度改正法

いわゆる「スポットワーク」を利用する際の留意事項等について／教育訓練休暇給付金の創設について
労働法令

帯状疱疹患者の上司と接触の機会が多い従業員が、水痘に感染し、てんかん等を発症したことは、職場で感染症に罹患する危険が現実化したといえる
（京都下労基署長事件　京都地裁　令 7. 4.22判決）

労働判例

●昼休みに業務上の電話対応をした社員に対し、休憩時間を延長して付与すべきか
●新入社員に対し、動画投稿サイトにアップロードするための出演を、業務命令として強制できるか
●セクハラに当たり得る行為をする派遣社員に、事実確認や懲戒処分を行うことはできるか
●秘密保持契約を結んでいなかった退職者が、業務上知り得た情報を口外することにどう対応すべきか
●集中豪雨や大雪により休業命令を出した場合、休業手当の支払いは必要か
●専属産業医が急逝した場合、後任が見つかるまでどのように対応すればよいか
●ほかに異動させる事業所がないことを理由に、セクハラ行為の加害社員へ退職勧奨することは問題か
●退職金支給における男女格差の是正は必要か

相談室Q&A

実務資料

2025年年末一時金決定のための資料集
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